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228,491,487

31,314,572

849,768

260,655,827

3,656,598,769

1,971,329,794

611,465 1,684,657,510

456,963,678

324,672,894

2,303 132,288,481

333,958,539

209,297,527 124,661,012

3,960,000,000

5,901,607,003

10,387,734

58,000

200,283

10,646,017

5,912,253,020

6,172,908,847

3,380,000

34,111,635

65,499,600

87,550,123

15,236,621

205,777,979

52,596,470

5,992,338

1,792,147 60,380,955
40,320,000

12,074,920

112,775,875

318,553,854

長 期 未 払 金

長 期 預 り 寄 附 金

電 話 加 入 権

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ エ ア

有形 固定 資 産 合計

減 価 償 却 累 計 額

減 損 損 失 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

Ⅱ固定資産

１ 有 形 固 定 資 産

減 損 損 失 累 計 額

土 地

貸   借   対   照   表
（平成２８年３月３１日）

流 動 資 産 合 計

Ⅰ流動資産

（単位：円）

資産の部

未 収 金

現 金 及 び 預 金

そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

負債の部

買 掛 金

Ⅰ流動負債

預 り 寄 附 金

２ 無 形 固 定 資 産

Ⅱ固定負債

資 産 見 返 負 債

資 産 見 返 物 品 受 贈 額

負 債 合 計

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金

資 産 見 返 寄 附 金

固 定 負 債 合 計

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

未 払 金

未 払 費 用

流 動 負 債 合 計

預 り 金

無形 固定 資 産 合計
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純資産の部

6,048,582,321

6,048,582,321

1,994,591,638

△ 2,286,649,314

△ 2,673,768

△ 294,731,444

7,055,821

93,448,295

100,504,116

5,854,354,993

6,172,908,847

（注記事項）

48,679,159 円

499,123,514 円

積 立 金

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

当 期 未 処 分 利 益

（内当期総利益93,448,295円 ）

損益外減損損失累計額（－）

Ⅱ資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

政 府 出 資 金

　　運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積り額は

　　運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積り額は

利 益 剰 余 金 合 計

損益外減価償却累計額（－）

資 本 剰 余 金

Ⅲ利益剰余金

Ⅰ資 本 金
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（単位：円）

555,260,995

7,261,200

21,334,453

13,441,204

75,122,401

21,901,005

26,194,240

54,123,908

8,121,079

7,620,683

12,362,505 802,743,673

168,024,370

110,000

2,288,331

1,980

18,702,760

2,817,962

13,380,867

20,203,361

2,446,121

2,067,658

4,639,023 234,682,433

679,185 679,185

1,038,105,291

1,087,312,380

13,713,540

4,575

3,440,000

16,772,295

1,064,552

292,993 18,129,840

0

9,059,767

1,131,660,102

93,554,811

106,516 106,516

当期純利益 93,448,295

0

93,448,295当期総利益

雑 益

経 常 収 益 合 計

固 定 資 産 除 却 損

目的積立金取崩額

経 常 利 益

臨時損失

文 献 複 写 料 収 入

寄 附 金 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

資 産 見 返 物 品 受 贈 額 戻 入

物 品 受 贈 益

資産見返運営費交付金戻入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

経 常 費 用 合 計

資 産 貸 付 収 入

経常収益
運 営 費 交 付 金 収 益

支 払 リ ー ス 料

そ の 他 の 経 費

各 所 修 繕 費

支 払 利 息

財 務 費 用

人 件 費

謝 金

各 所 修 繕 費

職 員 旅 費

委 員 等 旅 費

雑 役 務 費

備 品 消 耗 品 費

光 熱 水 料

減 価 償 却 費

一 般 管 理 費

備 品 消 耗 品 費

光 熱 水 料

減 価 償 却 費

雑 役 務 費

支 払 リ ー ス 料

そ の 他 の 経 費

謝 金

職 員 旅 費

委 員 等 旅 費

損　　益　　計　　算　　書
（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

経常費用
業 務 経 費

人 件 費
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（単位：円）

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 142,696,286

人件費支出 △ 709,744,428

その他の業務支出 △ 90,769,830

運営費交付金収入 1,087,076,000

資産貸付収入 13,733,040

文献複写料収入 4,575

寄附金収入 30,000

その他の業務収入 10,507,766

小　計 168,140,837

利息の支払額 △ 679,185

167,461,652

有形（無形）固定資産の取得による支出 △ 49,295,242

有形固定資産の売却による収入 0

施設費による収入 51,732,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 2,436,758

△ 98,278,296

△ 98,278,296

0

71,620,114

156,871,373

228,491,487

（注記事項）

(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定         228,491,487 円

Ⅴ　資金増加額

Ⅵ　資金期首残高

Ⅶ　資金期末残高

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　資金に係る換算差額

キャッシュ・フロー計算書

（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
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（単位：円）

1,018,005,134

業務経費 802,743,673

一般管理費 234,682,433

財務費用 679,185 1,038,105,291

（控除）

資産貸付収入 △ 13,713,540

文献複写料収入 △ 4,575

寄附金収益 △ 3,440,000

その他の収入 △ 1,877,490

資産見返寄附金戻入 △ 1,064,552 △ 20,100,157

145,575,819

損益外減価償却相当額 145,575,819

損益外固定資産除却相当額 0

0

2,617,527

△ 51,427,094

政府出資等の機会費用 0

1,114,771,386

(注記事項）
機会費用の計上方法

　政府出資等の機会費用の計算利率については、総務省行政管理局（独立行政法人制度統括）財務省主計
局法規課公会計室から発出されている「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平成27
事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留意事
項）」（平成28年4月１日付事務連絡）により、0％としております。

Ⅲ　損益外減損損失相当額

Ⅶ　行政サービス実施コスト

行政サービス実施コスト計算書

（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

Ⅰ　業務費用

Ⅱ　損益外減価償却等相当額

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額

Ⅵ　機会費用

Ⅳ　引当外賞与見積額
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（単位：円）

93,448,295

当 期 総 利 益 93,448,295

積 立 金 93,448,295 93,448,295

利益の処分に関する書類

Ⅰ　当期未処分利益

Ⅱ　利益処分額
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注記 

 

１． 重要な会計方針 

 

（１）運営費交付金収益の計上基準 

業務のための支出額を限度として収益化する方法（費用進行基準）を採用しております。 

   

（２）減価償却の会計処理方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物   8～60年 

構築物 10～50年  

なお、平成 20 年 3 月以前に取得した有形固定資産については、取得価額の１０％相当まで償却

が終了した翌年から備忘価額を除き5年間で均等償却する定額法によっております。 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額と減損損失相当額につい

ては、損益外減価償却累計額と損益外減損損失累計額として資本剰余金から控除して表示しており

ます。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5 年）に基づいて

おります。 

  ③リース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（３）賞与に係る見積額の計上基準 

職員の賞与については財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しておりません。 

また、賞与の増加額を行政サービス実施コスト計算書に表示しております。 

 

（４）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上

しておりません。 

また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第３８（８）

に基づき自己都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。 
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（５）行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資等の機会費用の計算利率については、総務省行政管理局（独立行政法人制度統括）財務省主

計局法規課公会計室から発出されている「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平

成 27 事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留

意事項）」（平成28年4月１日付事務連絡）により、0％としております。 

 

（６）リース取引の処理方法 

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法 

に準じた会計処理によっております。 

 

 

（７）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は税込方式によっております。 

 

 

２．会計処理方法の変更 

 

該当なし 

 

 

３．重要な債務負担行為 

 

該当なし 

 

 

４．重要な後発事象 

 

該当なし 

 

５．リース取引関係 

①ファイナンス・リース取引 

   ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、67,144,684円であり、当該影響額を除いた 

当期総利益は26,303,611円であります。 

②ファイナンス・リース取引における未経過リース料 

   貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料   14,464,969円 

   貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料  12,074,920円 

                   計             26,539,889円 
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６．金融商品の状況に関する事項 

 

当法人は、平成28年3月末現在、投資による運用は行っておりません。 

未収金は、印税等であり資金の運用により発生したものではありません。また、有価証券等も保有し

ておりません。 

 

 

７．金融商品に関する事項 

 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、活動資金は事業収入及び運営費交付金等によ

りまかなっているため、資金調達はありません。 

 

（２）金融商品の時価等 

  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

                                     （単位：千円） 

  
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（1）現金及び預金 228,491 228,491 － 

（2）未払金 (65,500) (65,500) － 

 

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

 

 (注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

(1)現金及び預金、(2)未払金 

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 



附属明細書

（単位：円）

期首 当期 当期 期末 　減価償却累計額 減損損失 差引当期末

残高 増加額 減少額 残高 当期償却額 累計額 残高

建 物 14,597,517 2,992,680 0 17,590,197 4,737,379 1,059,734 0 12,852,818

構 築 物 14,916,291 0 0 14,916,291 4,615,995 1,275,454 0 10,300,296

工 具 器 具 備 品 287,089,704 95,904,243 49,035,408 333,958,539 209,297,527 31,928,691 0 124,661,012

計 316,603,512 98,896,923 49,035,408 366,465,027 218,650,901 34,263,879 0 147,814,126

建 物 3,587,276,572 51,732,000 0 3,639,008,572 1,966,592,415 130,687,328 611,465 1,671,804,692

構 築 物 442,047,387 0 0 442,047,387 320,056,899 14,888,491 2,303 121,988,185

計 4,029,323,959 51,732,000 0 4,081,055,959 2,286,649,314 145,575,819 613,768 1,793,792,877

土 地 3,960,000,000 0 0 3,960,000,000 0 0 0 3,960,000,000

計 3,960,000,000 0 0 3,960,000,000 0 0 0 3,960,000,000

建 物 3,601,874,089 54,724,680 0 3,656,598,769 1,971,329,794 131,747,062 611,465 1,684,657,510

有 形 固定 構 築 物 456,963,678 0 0 456,963,678 324,672,894 16,163,945 2,303 132,288,481

工 具 器 具 備 品 287,089,704 95,904,243 49,035,408 333,958,539 209,297,527 31,928,691 0 124,661,012

資 産 合計 土 地 3,960,000,000 0 0 3,960,000,000 0 0 0 3,960,000,000

計 8,305,927,471 150,628,923 49,035,408 8,407,520,986 2,505,300,215 179,839,698 613,768 5,901,607,003

無 形 固定 ソフトウエア 30,412,504 0 0 30,412,504 20,024,770 5,283,014 0 10,387,734

資 産 電 話 加 入 権 2,118,000 0 0 2,118,000 0 0 2,060,000 58,000

その他の無形固定資産 188,540 124,800 0 313,340 113,057 28,214 0 200,283

計 32,719,044 124,800 0 32,843,844 20,137,827 5,311,228 2,060,000 10,646,017

（注記事項）

  (1)建物・構築物（償却費損益外）当期増加額 52 百万円の内容は、以下のとおりである。

　　　体育館内外改修工事 52 百万円

固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む）及び減損損失累計額の明細

資産の種類 摘　要

有 形 固定
資 産 （償
却 費 損益
内 ）

有 形 固定
資 産 （償
却 費 損益
外 ）

非償却資産

-10-



附属明細書

資産除去債務の明細

該当なし。

退職給付引当金の明細

該当なし。

たな卸資産の明細

該当なし。

有価証券の明細

該当なし。

長期貸付金の明細

該当なし。

保証債務の明細

該当なし。

長期借入金及び債券の明細

該当なし。

引当金の明細

該当なし。

法令に基づく引当金等の明細

該当なし。

貸付金等に対する貸倒引当金の明細

該当なし。
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附属明細書

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

政 府 出 資 金 6,048,582,321 0 0 6,048,582,321

計 6,048,582,321 0 0 6,048,582,321

施 設 費 2,437,411,400 51,732,000 0 2,489,143,400

無 償 譲 与 2,118,000 0 0 2,118,000

損益外固定資
産 除 却 差 額

△ 496,669,762 0 0 △ 496,669,762

計 1,942,859,638 51,732,000 0 1,994,591,638

損益外減価償
却 累 計 額

△ 2,141,073,495 △ 145,575,819 0 △ 2,286,649,314

損益外減損損失
累 計 額

△ 2,673,768 0 0 △ 2,673,768

差引計 △ 200,887,625 △ 93,843,819 0 △ 294,731,444

資本金及び資本剰余金の明細

区      分

資 本 金

資 本 剰 余 金
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附属明細書

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

6,422,620 633,201 0 7,055,821

（注）前期未処分利益の積立金への振替による増加。

積立金の明細

区      分 摘　　　要

通則法４４条１項積立金 （注）
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附属明細書

目的積立金の取崩しの明細

該当なし。
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附属明細書

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費交付金
収 益

資 産 見 返
運営費交付金

資本剰余金 小計

14,186,344 1,087,076,000 1,087,312,380 13,949,964 0 1,101,262,344 0

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

費用

26,337,628 ―

1,087,312,380 971,785,577

②資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 （単位：円）

振替額 振替額

（３）運営費交付金債務残高の明細

　　該当なし

主な使途

資本剰余金への振替

費用 費用

124,800
商標登録等業務委託：124,800

0

0

―

― ―

0

共通

合計

13,825,164
演習用器具備品等：10,832,484
演習室改修工事等：2,992,680 0

0

0

セグメント
資産見返運営費交付金への振替

研究活動

研修事業

教育相談活動

情報普及活動

0

期間進行基準による振替額

―

会計基準第81第４項による
振替額

合計

費用進行基準による振替額 1,060,974,752 971,785,577

人件費：723,285,365
備品消耗品費：93,825,161
その他：154,675,051

運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

期首残高
交 付 金 当 期
交 付 額

当期振替額
期末残高

内訳
区分

運営費
交付金収益

業務達成基準による振替額

0

13,949,964 0
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附属明細書

（単位：円）

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

体育館内外改修工事 51,732,000 0 51,732,000 0

計 51,732,000 0 51,732,000 0

運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

①施設費の明細

区　　分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘　　要
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附属明細書

（単位：千円）

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

千円 名 千円 名

(1,008) (2) (-) (-)

31,856 2 0 0

千円 名 千円 名

(47,778) (26) (-) (-)

539,970 75 14,620 3

千円 名 千円 名

(48,786) (28) (-) (-)

571,826 77 14,620 3

(注記事項）

1.役員給与の支給基準の概要

 (1)役員の給与は、常勤の役員については、俸給、特別地域手当、通勤手当及び特別手当とし、非常勤

の役員については、非常勤役員手当とする。

 (2)俸給、特別調整手当及び通勤手当は、その月の月額の全額を毎月１７日に支給する。

特別手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。

 (3)常勤役員の平成２８年３月末現在の俸給月額は、理事長８９５，０００円、理事７６１,０００円。

 (4)非常勤役員の役員手当の月額は、４２，０００円。

2.職員給与の支給基準の概要

 (1)職員の給与は、基本給（俸給及び扶養手当)及び諸手当(管理職手当、地域手当、初任給調整手当、

住居手当、通勤手当、単身赴任手当、超過勤務手当、休日給、管理職員特別勤務手当、期末手当及

び勤勉手当とする。

 (2)俸給、扶養手当、管理職手当、地域手当、初任給調整手当、住居手当、通勤手当及び単身赴任手当

は、その月の月額の全額を毎月１７日に、超過勤務手当、休日給及び管理職員特別勤務手当は、そ

の月の分を翌月１７日に支給する。

期末手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。

勤勉手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。

 (3)職員の受ける俸給は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所に勤務する職員の勤務時間・休暇

等に関する規程に定める正規の勤務時間による勤務に対する報酬であって、職務の複雑、困難及び

責任の度に基づき、かつ、勤務の強度、勤務時間、勤務環境その他の勤務条件を考慮して、一般職

の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）の適用を受ける職員の例に準拠し俸給表に

おいて定める級及び号俸により決定する。

3.退職手当の支給基準の概要

　　役職員の退職手当については、本研究所役員及び職員退職手当規程に基づき支給している。なお、

　　平成２５年１月から、国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について（平成２４年８月７日

　　閣議決定）に準拠した措置を実施している。

4.中期計画においては、法定福利費等を含めて予算上の人件費としているが、上記明細には法定福利費

　等は含まれていない。

5.職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員(1人未満四捨五入）である。

6.非常勤の役員及び職員に係わるものは、上段括弧書外数で記載している。

役　　　員

合　　計

職　　　員

役員及び職員の給与の明細

区　　分
退職手当報酬又は給与
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附属明細書

（単位：円、件）

当期受入額 件数 摘要

(700,000)

210,000 1

(9,270,924)

2,781,277 9

(10,570,000)

3,171,000 12

(1,000,000)

300,000 1

(14,000,000)

420,000 2

(1,000,000)

300,000 1

(36,540,924)

7,182,277 26
合計

基盤研究(A)

日本学術振興会
科学研究費

科学研究費補助金の明細

種目

（注）当期受入額は間接経費相当額を記載し、直接経費相当額は外数として（ ）書で記載しております。

基盤研究(B)

基盤研究(C)

挑戦的萌芽研究

若手研究(B)

研究活動スタート支援
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附属明細書

重要な債務負担行為の明細

該当なし。
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セグメント情報
（単位：円）

研 究 活 動 研 修 事 業 教 育 相 談 活 動 情 報 普 及 活 動 業 務 合 計

239,874,710 123,629,559 15,230,290 176,526,436 555,260,995 168,024,370 723,285,365

2,954,900 3,955,000 0 351,300 7,261,200 110,000 7,371,200

17,068,536 164,760 645,617 3,455,540 21,334,453 2,288,331 23,622,784

8,486,390 3,482,750 0 1,472,064 13,441,204 1,980 13,443,184

18,289,912 27,848,391 1,143,237 27,840,861 75,122,401 18,702,760 93,825,161

4,053,910 9,492,084 247,190 8,107,821 21,901,005 2,817,962 24,718,967

13,816,380 4,913,579 514,686 6,949,595 26,194,240 13,380,867 39,575,107

8,985,931 19,224,472 308,357 25,605,148 54,123,908 20,203,361 74,327,269

3,473,903 2,149,665 246,668 2,250,843 8,121,079 2,446,121 10,567,200

4,164,539 960,201 60,412 7,177,353 12,362,505 4,639,023 17,001,528

2,936,423 2,573,164 208,503 1,902,593 7,620,683 2,067,658 9,688,341

324,105,534 198,393,625 18,604,960 261,639,554 802,743,673 234,682,433 1,037,426,106

229,564 122,933 16,300 148,742 517,539 161,646 679,185

324,335,098 198,516,558 18,621,260 261,788,296 803,261,212 234,844,079 1,038,105,291

313,327,679 257,093,684 18,472,575 247,771,233 836,665,171 250,647,209 1,087,312,380

6,567,879 1,031,986 0 2,253,082 9,852,947 8,276,893 18,129,840

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 22,777,882 22,777,882

1,906,631 0 0 1,533,369 3,440,000 0 3,440,000

321,802,189 258,125,670 18,472,575 251,557,684 849,958,118 281,701,984 1,131,660,102

△ 2,532,909 59,609,112 △ 148,685 △ 10,230,612 46,696,906 46,857,905 93,554,811

6,172,908,847 6,172,908,847

１．事業の種類は、中期計画の集計区分を勘案して区分している。

２．総資産は各セグメントで共同利用しており各セグメントに配分することが困難なため共通に計上している。

３. 事業費用については損益計算書との整合を取るため各費用の順序を入れ替え、支払利息については別計上とした。

（単位：円）

研 究 活 動 研 修 事 業 教 育 相 談 活 動 情 報 普 及 活 動 業 務 合 計

145,575,819 145,575,819

引当外賞与見積額 2,003,021 1,540,614 112,145 △ 566,037 3,089,743 △ 472,216 2,617,527

引当外退職給付増加見積額 △ 27,007,793 △ 9,661,096 △ 14,724,475 △ 1,568,023 △ 52,961,387 1,534,293 △ 51,427,094

区          分
業　　　　　　　　　　　　　　　　務

共　　　通 計

Ⅰ 事業費用及び事業収益

事業費用

人 件 費

謝 金

職 員 旅 費

委 員 等 旅 費

備 品 消 耗 品 費

光 熱 水 料

減 価 償 却 費

雑 役 務 費

小 計

支 払 利 息

計

事業収益

各 所 修 繕 費

そ の 他 の 経 費

支 払 リ ー ス 料

運 営 費 交 付 金 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

国 以 外 か ら の 受 託 収 入

寄 附 金 収 益

そ の 他 の 収 入

損益外減価償却相当額

計

事業利益

Ⅱ 総資産

４．各区分の損益外減価償却相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額は下記のとおり。なお、損益外減価償却相当額は資産を
　　各セグメントで共同利用しており、各セグメントに配分することが困難なため共通に計上している。

区          分
業　　　　　　　　　　　　　　　　務

共　　　通 計
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